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１Ｃ２４ 

多様性を活かすＲ＆Ｄマネジメントの研究 

－日本企業における外国人研究者・技術者の雇用調査を通じた分析－ 

 

 
○安田英土（江戸川大学），周楊華（江戸川大学） 

 

 

 
1. はじめに 

 本研究は、日本企業が日本国内で雇用する外国人研究者・

技術者が、R&D ならびにイノベーション活動において、どのよ

うな役割を果たしているのか。あるいは、外国人研究者・技術

者を雇用することによって、R&D やイノベーションが推進され

るのか。イノベーションの推進や実現に結びつくマネジメントと

して、関心の高い領域と言える。本学会の学会誌でもある「研

究 技術 計画」でも、36 巻 4 号と 37 巻 1 号で、研究開発に

おける人材の多様性に着目した研究開発マネジメントのあり

方に関する特集が組まれている。本稿は、日本企業が国内

R&D 拠点で外国人研究者・技術者を雇用することによって、

R&D 成果輩出の促進に結びついているのか？さらに、イノベ

ーションの実現に結びついているのか？という点を明らかにす

る分析のため、我々が収集した分析用データの記述的検討

結果である。 
 
２．日本企業における外国人労働者の雇用実態 

 日本における外国人労働者の雇用実態については、厚生

労働省が本年度(令和 5 年度)から「外国人雇用実態調査」を

事業所と雇用者を対象に統計調査を開始することとなってい

る[1]。現時点では、外国人研究者・技術者を含め、日本国内

における外国人労働者の雇用実態を把握する包括的な統計

調査は存在しない。労働政策研究・研修機構では、「日本企

業のグローバル戦略に関する研究」を複数回発表している

（[2][3][4]）。アンケート調査あるいはヒアリング調査によって、

日本企業における外国人雇用の実態調査を行い、グローバ

ル人材の活用について分析を行っている。同様に、湯川[5]で
も独自のアンケート調査とヒアリング調査の結果を分析データ

として利用している。村上[6]ではアンケート調査とヒアリング調

査を組み合わせた分析を行っている。 
 
３．日本企業における外国人研究者・技術者の雇用調査 

33--11 調調査査のの概概要要ににつついいてて  

 次に、外国人研究者・技術者の雇用状況調査の概要につい

て述べてみたい。上述したように、日本企業における外国人

労働者の雇用状況を調査する統計調査は未実施である。また、

外国人研究者・技術者の雇用調査・分析例は、村上[6]など限

られた例が存在するのみである。このため、分析に利用しうる

データ入手の必要性から、我々は日本企業における外国人

研究者・技術者の雇用状況調査を実施することとした。 

 

【質問紙調査について】 
 調査対象企業：分析に用いる財務データ等の入手可能性を

考慮し、2023 年 1 月時点で東京証券取引所に上場している

企業のうち、研究所長、CTO、研究開発／技術開発本部長

相当の役職者を特定できた 1057 件の調査票を発送した1。回

答については、調査票の返送、web を通じた回答、どちらでも

可として回答の依頼を行った。この結果、2023 年 5 月までに

104 件の回答が寄せられた。このうち有効回答は 101 件であ

り、外国人研究者・技術者を雇用しているとする回答が63件、

雇用していないとする回答が 38 件となっている。また、宛先不

明による返送が 3 件存在した。 
 なお、調査における定義は以下のように行った。 
『外国人』：本調査では、海外出身者として捉え、「日本以外の

国や地域で生まれ育った方」とした。外国籍の方でも、日本で

生まれ育った方は海外出身、すなわち外国人として捉えてい

ない。 
『研究者』：本調査では、研究あるいは開発業務に従事する職

員の方とした。 
『技術者』：本調査では、研究あるいは開発業務に従事してい

ないものの、技術的な専門知識を必要とする業務に従事する

職員の方とした。 
 
【面談調査について】 
 質問紙調査に回答を寄せて頂いた回答者の内、面談調査

に同意をして頂いた 6 社の回答者の方々に面談調査にご協

力頂いた。訪問対面とオンラインいずれかの方法によって、

2023 年 4 月から 5 月の間に面談調査を実施した。 
 
33--22 質質問問紙紙調調査査回回答答結結果果のの概概要要ににつついいてて  

(1)回答者の所属部署について 
 まず、回答者の所属部署の特徴について述べてみたい(表
1～3 参照)。回答者が所属する部署の人数として、最も多かっ

たのが、50 人未満という回答であった。一方、外国人研究者・

技術者の人数については、5 人未満（含む雇用なし）が最も多

かった。5 人以上雇用しているとする回答件数が 9 件であるた

め、外国人研究者・技術者が比較的少人数の部署からの回

答が多かったことになる。さらに、回答者の所属部署長（回答

者が部署長の場合もある）の出身国を尋ねたところ、日本とす

る回答のみであり、日本以外の出身者が部署長となる組織か

らの回答は、今回無かった。 
 
 
 

 
1 大規模な企業の場合、複数の研究所を保有するケースもあ

る。こうした企業の場合、複数の研究所著を特定できれば、そ

れぞれの研究所長に調査を依頼したため、所属企業の重複

が存在していることになる。 
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表 1 回答者の所属部署規模 
N=101 50 人未満 

50 人以上

100 人未満 

100 人以上

200 人未満 

200 人以上

300 人未満 

300 人以上

400 人未満 
400 人以上 無回答 

合計数 58 15 10 4 3 3 8 

回答比率 57.4% 14.9% 9.9% 4.0% 3.0% 3.0% 7.9% 

 
表 2 回答者所属部署の外国人研究者・技術者の人数 

N=101 5 人未満 
5 人以上 10

人未満 
10 人以上 無回答 

外国人人数 86 5 4 6 

回答比率 85.1% 5.0% 4.0% 5.9% 

 
表 3 回答者所属部署長の出身国 

N=101 日本 無回答 

合計数 92 9 

回答比率 91.1% 8.9% 

 
(2)外国人研究者・技術者の出身国 
 次に、外国人研究者・技術者の出身国について眺めてみた

い。表 4 は回答結果に基づき、外国人研究者・技術者の出身

国をまとめた表である。5 件以上の回答があった上位国のみ

示す。中国出身者が在籍するとする回答が最も多く 35 件であ

った。以下、韓国、ベトナム、アメリカ、インドネシア、台湾とな

っており、アジア諸国出身者が上位という結果であった。 
 但し、表に記載していない 4 件以下の回答には、タイ、マレ

ーシア、イタリア、スイス、ロシアなど 20 カ国が含まれる。従っ

て、今回の調査結果では、出身国が 26 カ国に及んだ。 
 
表 4 外国人研究者・技術者の出身国・地域 

海外出身国 回答数 回答比率 海外出身国 回答数 回答比率 

中国 35 55.6% アメリカ 9 14.3% 

韓国 14 22.2% インドネシア 5 7.9% 

ベトネム 12 19.0% 台湾 5 7.9% 

※回答数は外国人研究者・技術者の人数ではなく、当該国出身の外国人研究者・技術者を雇用しているとする回答件数である。 
 
(3)外国人研究者・技術者の人材マネジメントについて 
 現在在籍する外国人研究者・技術者の採用経路について

質問した結果を表 5 に示す。日本国内の大学・大学院からの

新卒採用とする回答が最も多く、5 段階スケールで回答を求

めたところ肯定的な回答が全体の 38%を占める結果となった。

一方、海外大学・大学院新卒者を採用する例は、珍しいケー

スと言えそうである。肯定的な回答は、国内キャリア採用でも

比較的高くなっており、人材の募集先は日本国内中心となる

様子が窺える。 
 さらに、外国人研究者・技術者の採用理由について質問を

行った。結果を表 6 に抜粋した。「日本出身者と分け隔て無く、

同一の基準で採用を行っている」という質問に対する肯定的

な意見が多く、50%以上の回答支持率となっている。他方、多

様性や組織の国際性などを採用理由とする質問については、

否定的な回答が多く、外国人研究者・技術者を採用して多様

性や国際性を確保する意図は低いことが考えられる。 
  但し、外国人研究者・技術者の処遇について質問を行っ

たところ、日本出身者と同一とする回答が多く、外国人研究

者・技術者に対する期待も窺える結果であった。 
 
 

 

表 5 外国人研究者・技術者の採用経路 

設問 

N=63 

全くない                                   頻繁にある 
無回答 

1 2 3 4 5 

日本国内の大学・大学院から新卒採用 
13 11 14 12 12 1 

20.6% 17.5% 22.2% 19.0% 19.0% 1.6% 

海外の大学・大学院から新卒採用 
38 5 5 8 5 2 

60.3% 7.9% 7.9% 12.7% 7.9% 3.2% 

日本国内におけるキャリア採用 
23 11 12 8 6 3 

36.5% 17.5% 19.0% 12.7% 9.5% 4.8% 

海外におけるキャリア採用 
39 12 8 1 1 2 

61.9% 19.0% 12.7% 1.6% 1.6% 3.2% 

海外子会社（現地法人）からの出向 
44 5 4 4 3 3 

69.8% 7.9% 6.3% 6.3% 4.8% 4.8% 

海外子会社（現地法人）からの転籍 
46 7 5 0 2 3 

73.0% 11.1% 7.9% 0.0% 3.2% 4.8% 
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表 6 外国人研究者・技術者の採用理由 
設問 

N=63 

全く当てはまらない                  非常に良く当てはまる 
無回答 

1 2 3 4 5 

日本出身者と分け隔て無く、同一の基準で採

用を行っている 

3 5 15 17 22 1 

4.8% 7.9% 23.8% 27.0% 34.9% 1.6% 

世界中に人材を求めているため 
20 9 22 6 4 2 

31.7% 14.3% 34.9% 9.5% 6.3% 3.2% 

多様性を重視した組織風土が存在するため 
11 15 17 16 3 1 

17.5% 23.8% 27.0% 25.4% 4.8% 1.6% 

R&D、開発部門だけでなく、全社的に海外出

身者が多いため 

29 19 10 3 0 2 

46.0% 30.2% 15.9% 4.8% 0.0% 3.2% 

自社が活動する海外市場に精通した人材を

獲得するため 

17 7 23 9 6 1 

27.0% 11.1% 36.5% 14.3% 9.5% 1.6% 

自社海外子会社（現地法人）との意思疎通を

円滑にするため 

19 9 19 11 3 2 

30.2% 14.3% 30.2% 17.5% 4.8% 3.2% 

将来、出身国にある自社子会社（現地法人）

の幹部になって欲しいため 

23 14 17 7 0 2 

36.5% 22.2% 27.0% 11.1% 0.0% 3.2% 

 

表 7 外国人研究者・技術者の処遇 
設問 

N=63 

全く当てはまらない              非常に良く当てはまる 
無回答 

1 2 3 4 5 

 日本出身者と同一評価 
0 0 7 8 47 1 

0.0% 0.0% 11.1% 12.7% 74.6% 1.6% 

 所属長になれるチャンスが日本人と同じ 
0 1 15 4 41 2 

0.0% 1.6% 23.8% 6.3% 65.1% 3.2% 

 

(4)外国人研究者・技術者雇用促進の阻害要因について 
 最後に、外国人研究者・技術者雇用における阻害要因につ

いて質問を行った。表 8 は外国人研究者・技術者の離職率に

関する質問である。「日本出身者より高い」と感じている回答者

の比率が、「日本出身者より高い」と感じていない回答者の比

率を、若干、上回っている結果となった。現在、外国人研究

者・技術者が在籍している組織・部署の回答のみであるため、

肯定的な捉え方と否定的な捉え方が拮抗している可能性もあ

る。 

 

表 8 外国人研究者・技術者の離職率について 
設問 

N=63 

全くそう思わない                                完全にそう思う 
無回答 

1 2 3 4 5 

 日本出身者より高い 
9 9 22 15 6 2 

14.3% 14.3% 34.9% 23.8% 9.5% 3.2% 

 

 また、雇用促進の直接的な阻害要因とはならないが、コミュ

ニケーション上の問題点について質問を行った。結果を表 9
に示す。質問項目については、問題が無いとする回答割合が

高くなっている。採用の段階におけるセレクションで解消され

ている可能性もある。 

 

表 9 外国人研究者・技術者とのコミュニケーション上の問題 

設問 

N=63 

頻繁にある                              全くない 
無回答 

1 2 3 4 5 

言葉の障害がある 
1 15 22 15 7 3 

1.6% 23.8% 34.9% 23.8% 11.1% 4.8% 

文化の障害がある 
2 10 14 27 7 3 

3.2% 15.9% 22.2% 42.9% 11.1% 4.8% 

生活観の障害がある 
2 8 12 30 8 3 

3.2% 12.7% 19.0% 47.6% 12.7% 4.8% 

職業観において困っていることがある 
4 8 11 24 13 3 

6.3% 12.7% 17.5% 38.1% 20.6% 4.8% 

 

 最後に、現在外国人研究者・技術者が在籍していないと回

答した組織・部署の回答結果を取り上げてみたい。現在、外

国人研究者・技術者がいない理由として、最も多くの同意を集

めた理由が「これまで海外出身研究者・技術者の応募者がい

なかったため」であった。また、「これまで採用の実績が無いた

め、海外出身研究者・技術者の採用にためらいがある」、「海

外出身研究者・技術者の管理を行うノウハウの蓄積がないた

め」といった実績不足を理由とする回答も比較的多くなってい

る。さらに、「海外出身研究者・技術者の価値観や風習が自社

組織風土と合わないため」、「日本語による意思疎通に問題が

あると考えられるため」といった多様性やコミュニケーション上

の問題を採用の阻害要因として捉える意見は、非同意回答の

方が多くなっているが、「短期間で転職するなど、長期的な計

画を立案・実行しにくいため」に対しては同意が非同意を若干

上回る結果となっている。 
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表 10 外国人研究者・技術者を採用しない理由 

設問 

N=38 

全く当てはまらない           非常に良く当てはまる 
無回答 

1 2 3 4 5 

これまで海外出身研究者・技術者の応募者がいな

かったため 

0 3 2 13 18 2 

0.0% 7.9% 5.3% 34.2% 47.4% 5.3% 

これまで採用の実績が無いため、海外出身研究者・

技術者の採用にためらいがある 

10 4 9 8 6 1 

26.3% 10.5% 23.7% 21.1% 15.8% 2.6% 

海外出身研究者・技術者の管理を行うノウハウの蓄

積がないため 

5 4 11 11 6 1 

13.2% 10.5% 28.9% 28.9% 15.8% 2.6% 

海外出身研究者・技術者の価値観や風習が自社組

織風土と合わないため 

8 8 13 7 1 1 

21.1% 21.1% 34.2% 18.4% 2.6% 2.6% 

日本語による意思疎通に問題があると考えられるた

め 

7 7 11 9 3 1 

18.4% 18.4% 28.9% 23.7% 7.9% 2.6% 

短期間で転職するなど、長期的な計画を立案・実行

しにくいため 

5 6 13 12 1 1 

13.2% 15.8% 34.2% 31.6% 2.6% 2.6% 

33--33 面面談談調調査査結結果果のの概概要要ににつついいてて  
 次に、面談調査の結果について述べてみたい。面談調査へ

のご協力をお申し出いただいた 6 社の回答者の方々に対して、

訪問対面調査を 4 件、オンライン調査を 2 件実施した。質問

内容は質問紙調査の内容を詳しくお伺いするものであった。

上述した質問紙調査結果の記述内容に沿って、面談調査結

果についても述べてみたい。 
(1)面談調査対応者の所属等について 

面談調査にご対応いただいた方々の所属は、研究所ある

いは製品開発センターなどの R&D セクションであり、研究所

所長相当の方、R&D セクションの企画部門や部長相当の

方々であった。業種としては、食品工業系 1 社、化学品系 3
社、機械工業系 2 社となっている。 
(2)外国人研究者・技術者の出身国 
 アジア諸国出身者を採用している例が多く、複数国出身者

あるいは同一国出身者を複数人採用している例が確認された。

欧米諸国出身者を採用している例も確認できた。 
(3)外国人研究者・技術者の人材マネジメントについて 
 質問紙調査の結果とほぼ同等であった。採用経路としては、

日本の大学・大学院に留学していた学生を新卒採用するケー

スや、キャリア採用するケースが目立った。海外大学新卒者を

採用している例も確認できた。採用理由も、日本出身者と同

一であり、採用募集に応募があり選考の結果、採用に至ったと

いう形が一般的であった。留学生の応募数の増減については、

人事部門が管理しているため、R&D の現場レベルでは分か

らないという回答が多かったが、留学生の希望する業種には

差があるのではないか、という意見が聞かれた。また、日本出

身者と外国人研究者・技術者の間に処遇の差は確認されな

かった。 
(4)外国人研究者・技術者雇用促進の阻害要因について 
 今回実施した面談調査の結果では、外国人研究者・技術者

の離職率が日本出身者より目立って高いという意見を聞くこと

はなかった。定年退職を迎える外国人研究者・技術者さえも

在籍していた。また、コミュニケーション、特に言葉上の問題に

ついても、採用選考の段階でチェックされており、言葉上のコ

ミュニケーションの問題が生じる場面は少ないという意見が大

半であった。 
 面談調査の結果を総じて言えば、外国人研究者・技術者に

対する肯定的な意見、つまり業務面における期待や、その能

力を評価する声が多く聞かれた。参考文献[3]p.18 にも指摘さ

れるが、社員募集に応募してきた方がたまたま外国人であり、

日本人と同等の採用基準で選抜を行ったところ、採用に至っ

 
2 同様な指摘は村上[6]p.233 にもあり、外国人を積極的に採

たというケースが大半であり、意識的に外国人研究者・技術者

を採用している例は少なかった2。 
 
４．今後の取り組みについて 

 本稿の内容は、質問紙調査と面談調査の結果概要に止まる

ものであるが、これらのデータを用いた今後の分析方向性を

最後に述べてみたい。 
 「はじめに」の部分で述べたように、本研究そのものの出発

点は「多様性とイノベーション成果の関係性」解明にある。この

点については、データの解析を踏まえ改めて報告を行う機会

を頂きたいと考えている。本研究では、多様性の視点を日本

国内で雇用されている外国人研究者・技術者においている。

これまでの研究例に従えば、外国人研究者・技術者がもたら

す価値観や文化的背景、独自の視点等が、知識の創出や独

創性の発揮を促進するはずである[7]。 
 現時点における調査結果では、日本企業が国内で雇用する

外国人研究者・技術者の評価や期待は、総じて高い様子が

窺える。外国人研究者・技術者の活躍が R&D 成果の輩出や

イノベーションに結びつくか否かは、日本企業のマネジメント

次第、ということかもしれない。 
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